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I 問題の提起
周知のように，学校教育法26条は， r市町村の教育委員会は，性行不良で‘あって他の児童の教
育児妨げがあると認める児童があるときは，その保護者lζ対して，児童の出席停止を命ず、る乙と
ができる。 Jという乙とを規定しており，なおこの規定は，同法40条において中学校にも準用さ
れている。
乙の規定については，従来においても若干の研究が加えられている。しかし，本条の問題点、に
ついては，必ずしも明確にされてはし 1ない。たとえば，出席停止権者は誰か，性行不良で他の児
童の教育lζ妨げがあるとはどのような実態を指すのか また出席停止の対象となる児童の範囲は
ど乙までか，出席停止の法的性格は何か，さらに出席停止の客体は誰か等，必ずしも明確にされ
ているとはいいがたい。そこで本稿は，以上の問題点のうち二，三の点について検討'を行し、たい
と思う。しかし本稿は，本条のもつ法意を明確にするというよりは，本条の規定の不明確さを指
摘し，今後のさらに精密な研究の、呼び水、にしたいと思う。
E 明治 23年小学校における出席停止
性行不良lζ対する出席停止は，すでlζ1890(明23)年小学校令に規定されており，現行の学校
教育法26条の規定は，乙の小学校令の系譜を受けていると思われるので，その規定をとりあげて
みたいと思う。
同小学校令23条は， r伝染病若クハ厭悪スヘキ疫病ニ擢ノレ児童又ハ一家中ニ伝染病者アノレ児童
又ハ不良の行為アノレ児童又ハ課業ニ堪へサル児童等ハ小学校ニ出席スノレコトヲ許サス 前項ニ関
スノレ規員IJハ府県知事之ヲ定ム」と規定している。この規定については， 3つの点を検討してみた
い。第 1点は，出席を許されない理由であり，第2点、は，出席停止を命ずる者は誰かということ
であり，第 3}~~í、は，出席停止の法的性格である。
1 1¥席停止ー の旦fJ[J:l 本条において出席停止の埋由としてあげられている児童は，① 伝染病
にかかっている児，yし② 厭思すべき疾病にかかっている児童，③ 一家中に伝染病者のある児
④ 不良の行為のある児12，③ i課業lζ堪えない児童である。このうち本論lζ関係のある児
童は，第 4のI:1.Halすなわち不良の行為のある児童である。と乙ろがこの不良の行為のある児童に
ついて出席=を停j上させるとし，¥うのであるが，この規定から読みとることのできることは，不良の
行為があれば'IH席を許されないということであって， {告の児童との関係は，何も規定されていな
い。すなわち現行の学校教育法26条において出席停止のrm白となっている児童は，性行不良であ
って，他の児1:1の教育lζ妨げがあると認められる児童である。であるから，小学校令23条の規定
によれば、 'f/]:行不良で‘あれば，他の児童の教育lζ妨げあるか否かにかかわらず，出席を停止され
ることになるように見える。もしこのように出解するとすれば，懲戒処分による停学との関係を
どのよう lζ解すべきかという乙とが間;誌となるであろう。
2 1¥席停LI二権者 本条iζおいては，児童lζ対して「出席を許サスj とする者(乙れをかりに
出m~停止権者と H乎ぶ乙ととしよう。)については 何も規定されていない。すなわち本小学校令
の20条より24条までは，第3章として就学に関する乙とが規定されている。そしてその21.22条
を参照するときは，就学事務の管理者が，市町村長であることは明瞭である。しかし，その21条
には， [-市町村長ノト・行フコトヲ得J(同条2項)， i市町村長ハー・…許可を受クヘシJ i向条
3項〉と規定され， 22条においても， I市町村長ノ許可ヲ受クヘシj と規定されており，乙れら
に関する行政行為者が市町村長である乙とは，明らかである。ところが23条の出席停止権者につ
いては，戸jも規定されていない。
そのため出席停止権者については， 4様の解釈が成立する。その第 lは，本23条の規定が，第
3 章就学の [1] のひとつの条文であり，他の就学ië::r~与する行政行為者が市町村長とされていると乙
ろから， U:\);W停 1!~.権者も当然ïlîlllT村長であると類推するものである。第 2 は，反対に2 1， 22条の
就学lζ関する行政行為者については，市町村長であると規定されているのに， 23条の出席停止権
イ者については何も規定されていないところから，出席停止権者は，市町村長以外の第 3者(たと
えば小学校長)であるとするものである。さらに第3は，以上のように21， 22条の行政行為者に
ついては， ilillT村長とするという明文規定があるのに， 23条の出席停止権者Kついては何等の指
定がないのであるから，出席停止fi'iI者は存在せず 本規定の実際的運用はなし得ないとするもの
である。さらに第4は，以上の規定を反対比解釈して，出席停止権者は.市町村長でも小学校ー長
でもよいとするものである。
ところが，以上の規定K関しては，府県知事が乙れiζ関する規則を定めることとされている(23
条2項)。したがって，出席停止権者lとついては，都道府県知事規則によって定められる乙とも
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考えられる。しかし，その規則については，必ずしも明らかでない(伊J. *京府小学校令施行和1
f:jlJ)。
このようにして出席停止権者については， 4つの場合が考えられるが ① 本規定が，第 3章
就学事務の[jJの条文であり，就学事務lζ関する行政行為者は， ilillJ村長とされていること，②小
学校長及び教員の職務権限等については，第 6章 (53---65条)Iζ規定されている乙と，③ もし
出席停止権者が存在しないと解釈すれば，本規定を設けた;意味が全く失われること，④ 出席停
止椛者を市IllT村長及び、/J¥学校長とするならば，そのことを当然、規定しなければならない，等を考
えるとき，本規定は，たしかに不備ではあるが，出席停止権者を市町村長と予定していたものの
ように推測されるが，乙の規定は不備な規定である。
3 L1:¥席停止の法的性格 出席停止は，学K不良の行為ある児童があった場合でも懲戒として
の45汁久退学等の処分を禁止しているところから必要とされる処分なのであろうか。それとも停
学，法学という処分も可能であるが，それとは別の処分として出席停止を規定したものであろう
か。
と乙ろで、本小学校令は，懲戒については，第6章小学校長及教員の中の61条iζ 「小学校長及教
員ハ児童ニ体罰ヲ 1J[]フノレコトヲ得スjと規定している。乙の規定では，体罰を禁止しているのみ
であって，停学や退学をなしうるか否かについては，積極的K規定していない。したがって，懲
戒処分として停学や退学が可能であるかどうかは，必ずしも明瞭でない。すなわち本規定は，体
① 
~'Il のみを禁止しているからである。乙れについて能勢栄は，次のような見解をもっていた。
学校ノ厳罰]二種アリ，ーヲ停校!、、ン，ーヲ退校トス， イ亭校ヲ命ゼ、ラレタノレヲ幸ニ家ニテ
思;戯ヲ楽ミトナスガ如キ児童ニアリテハ宅モ益ナキノミナラズ，却 1)テ弊害アノレモノナリ，②
返校ハ…ー・軽忽ニ此ノ言1)ヲ行フ可カラズ，如何ニ傾'指，不行状， 自暴， 自棄ノ児童ト雌モ，
小学年齢ノ者ナレバ大概ハ此ノ最後ノ手段ヲ施サズシテスムモノナリ③，
乙のように能勢栄は，停学，退学は，小学校lとあっては，教育上の見地から反対しているけれど
も，法制上からは不可能ではないような主張をしているのである口
しかし，中学校令施行規HiJlζおいては，懲戒処分の種類の中広「放校」を明示している。乙れ
に対して小学校令施行規則においては，放学lζi謁する規定は見えない。このようなと乙ろから出
席停止は，放校lとはできないが，他の児童への影響のために設けられたのであろう。
盟 明治 33年小学校会及び昭和 16年国民学校会における出席停止
1900 (明33)年小学校令は，その38条において， I小学校長ハ伝染病ニ催リ若クハ其ノ虞アノレ
児童又ハ性行不良ニシテ他ノ児童ノ教育ニ妨アリト認メタノレ児童ノ小学校ニ出席スノレヲ停止スル
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コトヲ得jと規定している。また1941(昭16)年国民学校令は，その13条において， I国民学校
長ハ伝染病ニ催リ右ハ1tノ虞アル児童又ハ性行不良ニシテ他ノ児童ノ教育ニ妨アリト認ムノレ児童
ノ国民学校ニ出席スルヲ停止ースノレコトヲ得Jと規定している。乙のように雨規定の間には，大き
な差異を認める乙とはできない。そ乙で乙乙では，雨規定を一括して検討してみたいと思う。
1 I打席停止権者 明治23年小学校令においては，出席停止権者について何ら規定されていな
かった。それが，明治23年の小学校令の大きな欠陥であった。そのため出時停止を行う場合，誰
がその主体となるかについて大きな疑問を生じたであろう。(本論においては，その主体を市町
村長ではあるまし 1か と推測したのにすぎない。)このような疑義が生じたためであろうか，明
治33年小学校令と昭和16年国民学校令とにおいては，出席停止権者を，それぞれ小学校長及び国
民学校長としている。すなわち小学校長及び国民学校長は，学校という営造物④の長であると乙
ろから，その学校の設置目的を達成するために必要と認める範囲lζおいて，児童に対して出席停
止処分権を有するものであることを，本令においてはI切らかにしたものと考えられる。
2 出席停止の浬由 明治3:)=1:小学校令及び昭和16年国民学校令においては，出席停止の理El:j
として，① 伝染病ニ擢 1)若ハ其ノ虞アル児童，② 性行不良ニシテ他ノ児童ノ教育ニ妨アリト
認ムノレ児童ラという 2つの場合があげられている。乙の規定が，明治23年小学校令における出席
停止の理由と比べて異なっていると ζ ろは，① 明治23年小学校令における出席停止の理由とし
ては 5つあけ、られていたが，明治33年小学校及び昭和16年国民学校令においては，出席停止の理
由が2つになっている乙とと，② 性行不良の場合の出席停止については， I他ノ児童ノ教育ニ
妨アリト認ムノレj ことが，その理由としてイ寸加されたという乙とである。
乙乙では，第2の理由についてのみ検討してみよう。すなわち明治23年小学校における出席停
止の理性!としては， I不良ノ行為アノレ児童Jであることがあげられていた。乙れに対して明治33
年小学校令及び由民学校令Kおいては， i性行不良ニシテ他ノ児童ノ教育ニ妨アリト認ムノレ児童j
が，出席停 LI二の対象となることになった。したがってζ 乙においては，児童本人の性行不良だけ
では出席停止の対象とはならず，その児童の非行が，他の児童の教育に対して，消極的な影響を
及ぼす場合lζ限定された乙とが注目される。
3 出席停止の法的性格 すでに述ベたように明治23年小学校iζおいては，実際上はともかく
として，法制上は停学及び退学が存在していたように見える(能勢栄の説〉。したがって法制上
は，出席停止は，停学処分とは別個の処分のように見えたのである。
と乙ろで明治33年小学校令47条は， I小学校長及教員ハ教育上必要ト認メタルトキハ児童ニ懲
戒ヲ加フノレコトヲ得但シ体罰ヲ加フルコトヲ得ズJと規定しており，また昭和16年の国民学校令
も， i!主!民学校職員ハ教育上必要ア 1)ト認ムノレトヰハ児童ニ懲戒ヲ加フノレコトヲ得但シ体罰ヲ加
フノレコトヲ得ス」と規定している。 ζれらの規定は，内容的には同ーと見てよいであろうし，な
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お明治23年小学校lζおける懲戒の規定とも，内容的lとは悶ーであると見なしてよいであろう。
と乙ろが『この懲戒規定lζついては，停学及び退学を含むかのような学説と，これを含まない
とする学説とがある。前者の例としては，松浦鎮次郎の説をあげることができょう すなわち次
のようにいっている川
小学校長及I.教員准教員ノ¥教育一上必要ト認メタノレトキハ児童ニ懲戒ヲ方[]フノレコトヲ得懲戒ノ
方法ハ適宜之ヲ定ムベキモノニシテ法ニ何等ノ規定ナ、ン@
このように松浦説によれば;懲戒の方法は~皇室これを定めることができるということになり，
松浦説は明示していないが，以上の説を拡大解釈するならば，懲戒のうちに停学及び退学を含む
乙とも，法解釈上は不可能で、はないという乙とになるであろう。r---.
(6) 
これに対して，小学校における懲戒には，停学及び退学は含まれないとする説がある。その 1，
2の伊jをあげてみよう
見詰lζ対するの懲戒は，之を学校罰と称す，小学校長及び教員が学校罰権を有するは事物の
性質上より生ずる法律上の原HIJたりー
小学校長及教員は如何なる範囲lζ於て学校罰i在を有するかは法規を以て之を定めざるべから
ず，
学校出jの種類は戒告， ilヒ責，言'1]的労働，留置，座席変更，不進級等なり，
また以上の武部説とほぼi可様の説をなすものとして，船越説をあげる乙とができる。それは，次
のとおりである。
懲戒の実質内容如何に就て考えるに，法規が， I教育上必要なるときJIC，懲戒を加ふるこ
とを得としたるは，懲戒の目的と，懲戒を加うべき場合とを，示すものなるが，此の示された
る I~l (:rJ と場合とよりして，懲戒を行ひ得へき範囲をfqlj~することを得べし。法規は， !*の如く懲
戒の目的と，場合と，而して之lと依りて範囲をも，示せるものなるも，懲戒の内容に至りては，
何等の規定する所なきに依り，是等の条件lζ合する適当なる懲戒事項の如何は，慣習と条理と
によりて認定するの外なし。市して一般に是認せらるる懲戒は 「学校割 lと称し，戒告，叱
謎貢，直立，留置，労務，座席変更等なるを通伊!とす⑦。
以上の両説は，懲戒処分として停学，退学の処分が不可能であるという乙とを積極的K主張し
てはいない。しかしそ乙にとりあげられた懲戒の種類の例示からして，停学及び退学は，不可能
であると主張しているように見える。
次は，懲戒の中には退学が含まれない乙とを主張した川村説である。
性行不良の場合iζ於ける出席停止は，即ち一種の懲戒処分であるが，乙の{告には中等学校以
③ 
tの学校iζ於けるが如き退校，放校等の処分権は小学校の法規lζ於ては認められて居られない。
乙のようにJI村説は，懲戒の中iζ退学を含めないで，出席停止処分をあたかも停学のよう K考え
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ている。
ところで-以上を総括してみると、懲戒処分のt:jJIC， 松浦氏以外では，停学及び退学を含ませな
いような主伝が多くみとめられるし，少くとも懲戒のLjJiC停学及び退学が含まれる乙とを積極的
lζ:認容したγ:説はない。
このような学説を -Lt;，認めるとすれば，出席停止処分の法的性格(とくに懲戒との関係)は，
どのようなものと併されるべきであろうか。これについても以上にあげた 4人の学説を追ってみ
fこl、。
まず松ii!ì ~5~であるが，氏の著書のL!]!ζ は， I小学校長ハ伝染病ニ，隈リ若ハ其ノ虞アノレ児童又ハ
川似ニシテ他ノ山ノ教育ニ妨ア 1)ト認メタル胤ノ小学校ニ出席スノレヲ停止スルコトヲ泊
という記述が11¥てるだけであって，これについては何らの説明も加えられていない。したがって
松浦説が， IJ¥W;停止をどのような性絡の処分と考えていたかは明瞭ではない。
次lζ武部説は， I学校は又児童を教育するものなるが故に児童をして学校K出席せしむること
を努めさるべからず，蓋し J~伝染病 l乙限り若は J=tの虞ある児童又は性行不良にして他の児童の教
育児書ありと認めたる児童lζ対しては，小学校長は非常手段として小学校の出席停止を命ずるこ
とを得⑬」としている。すなわち武部氏によれば，先の学校I1i]としての停学を認容していないと
ころから，これに代る非常子段として出席停止処分の必要性を認めているもののようである。
次lζ船越説lζよれば， トI~t行不良の場合 iζ於ける出席停止は，懲戒処分lζ類するも，他のー般
(ママ)
児lIiの教育に1;)]あるに依り，己むを得ず之を他の児童より速くるの処分にして，懲戒にあらざる
なり。 出席停止は，伝染病伝染の虞なく，又は性行不良ならざるに至れるときは勿論，性行不良
なるも{他也のリ児己ιむ山一1て主i'
立虫必(2i寸1す一るなり⑪o Jである O このi散においては，懲戒と出席停止処分との関係が，ややi切らかlζさ
れているように忠われる。すなわち，船越氏Kよれば，① 出席停止は，懲戒処分ではない。②
したがって性行不良であっても他の児童の教育に妨げなしと認められるときは，出席停止処分を
解除すべきである，ということになる。この説を総括すれば，出席停止処分は，懲戒とは異質の
'=1J: _f_ ⑫ 処分であり，他の I他の多数児童の精神上の利益を保護dる 」ための処分であるということに
なる。
)1村説lζよれば， J二述のように， I性行不良の場合における出席停止は，すなわち一種の懲戒
処分であるJという前提に立らながら，次のように述べている。
その1¥席停止は，他の児童の教育児妨ありと認めたる場合lζ限られて居ることは特に注意す
べきである。又出席停止は退校と具るのであるから，他の児童の教育iζ妨げなしと認めたる時
lζは自に其の停止処分を解除すべきは勿論である。ただしこれ義務教育の本旨からは当然然る
べきことであって小学校長としては其の出席停止に対しては，児童及保護者の反省を促して可
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成速に出席せしむることに努めなければならない⑬。
乙のようにして，出席停止の法的性格については，これを懲戒処分で、はないとする説(例，船
越説)と，懲戒処分の一種とする説(例， )1村説)とがあって，必ずしも明瞭ではない。
ところで1916(大正 5)年の文部省普通学務局通!誌によれば. r伝染病患家ニ於ケノレ児童ノ欠
m~ハ統計上授業日数短縮ト看倣シ御取扱+[1成候万王íJ然、ト存候条御 3 女[1+日成度比段及候也⑬J
とされている。このilJIからは，性行;不良による/1:¥席停止の場合のf受業iゴ数の取り扱い万は明
かでない。しかし，性行不良の出席停止の場合も，同じ条文仁jJの/L¥席停Jl二であるから. r~!J織に取
り扱われるべきものと強行I~ される(性行不良による出席停止ーのゴミザIJ は. -文献に見当らないので明
瞭ではないが)。 さらにnij述のように1:1学校令施行規則51条には，懲戒処分として放学が規定さ
れているが，小学校令施行}0~員 IJl C は，その規定がない。このようなと乙ろから，明治33年小学校
令及び昭和116年国民学校令においても，性行不良による出席停止は，懲戒の一種でなく. I他ノ
児童ノ教育ニ妨ア 1)Jという場合IL.他の児童のための隔離措置の一語と見てよいのではあるま
し1か。
IV 学校教育法における出席停止
1-述のように現行の学校教育法26条は，性行不良iζ関する出席停止を禁止している。この規定
においては，① 性行不良であって他の児童の教育に妨げがあると認める児童に対して，② 市
町村の教育委員会は，その児童の出席停止を命ずることができる，ことをi明かにしているが， 乙
れについて岩干の検討ーを加えてみよう。
] 出席停止の法的性格 学校教育法26条は. 1947 (昭22)年の市i定当初は. r市町村立小学
校の?主主lJ機関は，伝染病にかかり，若しくはその虞のある児童又は性行不良であって他の児童の
教育に妨げがあると認める児童があるときは，その保護者lζ対して，児童の出席停止を命ずるこ
とができる。 Jと規定していた。この規定か. 1952 (1]7327)年lζ市町村教育委員会が一斉設誼さ
れるに伴い. r市町村の教育委員会は. -_. ••. Jと改正された。次いで1958(昭33)年lζ法律56号
として「学校保健法Jが制定されたとき，伝染病lζ関する出席停止は. 1司法12条ILr校長ができ
る J 乙ととされ，同Il寺 lζ法律56号 iζ よって，性行不良 iと関する li\frli~停止の規定が，現行法のよう
になったのである。
ところで現行の学校教育法施行規則13条は，懲戒の種類について規定するとともに，① 公立
の義務教育諸学校においては，学齢児童・生徒に対しては退学を行うことができないこと，②す
べての義務教育諸学校において，学齢児童・生徒に対して停学を行うことができない乙とを定め
ている(同条3. 4項)。
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したがって性行不良花関する出席停L:は，懲戒ではないが， i他の学齢児童の義務教育を受け
る権利を保障するため，これに義務教育を受けさせない ζととする ζとはやむをえない措霞⑬」
であるとされている。
J_;).l-.， 'I!!:行不良lζl主jするIH席停止の法的性格を経史的iζ検討してきた。乙れを通観してみると，
iり打fi231Y小学校令より現行制度lと至るまで， t行不良lζ関するIH席停Lは，懲戒処分としての停
マ:とは72った'l'li名の ifi!iNちっとさ~1.，ている。
しかしその出泣とは，法的lζはどのようなれ格のものであろうか。それは，例えていえば，公
務員制度における分限処分に類似したものと考えられないであろうか。すなわち公務1M!支におい
ては，本人の非行を1;IJ裁するための懲戒処分(例，地方公務員法29条)とは別個に，公務の正常
な執行を保護するため lζ公務員 lζ 対する分 I)J~処分を設けている(例，地方公務員法28条)。 この
分限処分と知似して，義務教育の正常な運営と他の児童の学資材tの保障のため，性行不良の児童
の非行を追求するのではなく隔離するのが，本規定の法的性格で、はあるまいか。
2 1 \}?;~作 j1-権者 l明治2311ミ小学校令においては， iJl }~~: {，~;; J l~.権者について何の規定もなく，明
治331r小学校令花王って小学校長が出席停止を行うということがl明記された(国民学校令も同様)。
学校教育法lζおいては，当初J[-flll}村立小学校の伝子u機関Jが出席停止を行う ζ とになっていた
のが， 1953年の改正ー において， i二n!lJ村教育委員会jと改められ，今1-::1~L 至っている。乙の現行
規定の立法趣旨lζついては，次のような説明がなされている。
本条の I~~~ 拐tである IEl 国民学校令によれば「由民学校長ハ伝染病ニ，催リ若ハ其ノ虞アノレ児童又
ノ¥性行不良ニシテ他ノ児童ノ教育ニ妨ア 1)ト認ムノレ児童ノ国民学校ニ出席スルヲ停止スノレコト
ヲ得 j (1i]令13条)とあって，官公私?にを11，]わず学校長にかかる権限を認めていた。学校教育
およびι?校 ~:;;JWの実態からすれば乙のような規定が妥当であろうが，義務教育の励行 L 出席
停止処分の宅廷内:1とかんがみ， 乙の権限を管理機関lζ移したのが事の経緯である⑬。
たしかにこの説は，出};W停!I-権者が市町村教育委員会とされた理由の一つを明かにしている。
しかしこれには， もう一つの浬1:1が考えられる。それは本出席停止が懲戒で‘はなく，就学事務の
ーっと考えられていたからであろう。すなわち義務教育児関する就学事務は，出席督促(学校教
育法施行令21条)事務のザIJiともあきらかなよう iζ， I市町村教育委員会は，その児童の保護者J
K対して行うことが， JSY1l1iJとなっている。乙のようなと ζろから，出席停止も，市町村教育委員
会が，その保護者lζ対して行うこととされたものといってよい。したがって，本規定は，立法形
式からは，十分出11て!のあると乙ろである。
しかし本規定には，次のような問題点をもっている。その第 iは，学校保健法12条lと規定する
伝染病の場合の出席停JL権者が校長とされているのに，なぜ性行不良の場合は教育委員会なのか
ということである。すでに可3かなように 明治33年小学校令及び国民学校令lζおいては，校長が
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1 HJ，lj; +'t~ J 1-_ i作者とされていたのである。たしかに伝染病の場合の出席停止は，他の児童の健康管fil1
i二:~]、を要するから， fi'~llmを校長においたものとも考えられる。しかし性行不良の場合も，他の児
lîîの学予~Jfi'rを守るということからすれば，その判断を適切になしうる者は，校長であるから， 11:¥ 
mJ:1}j~ 1-_村を校長とすべきであったと考えられよう。
第 2は，市町村立以外の義務教青学校の出席停1-の取り扱いをいかにしたらよいかということ
である。すなわちその一つは，現行規定によれば，出席停止椛はrl1l!J村教育委員会にある口とこ
ろが市町村教行委員会は，その!ヲr~\する学校の符fiH椛を有するだけで，他の Ijflü:私立学校lζ対す
る'ri:J1J1権をもつものではない(地方教育行政の組織及び運営Kζ!段笑対iげす『るj法まミ宇升律lド12幻3条)九O と乙ろが!凶J五珪司)¥な工
在私、1て立';工/よ:了Jι1字j
i町1i可I村教T育空守f委;員ヨ会lιζは， その杭Il民はない。 したがって学校教育法26条がililJT村教育委員会のみをIb
W~1'~~ 1-杓1-tiーとしたことは，不備な規定といわざるを得ない。また他i認においては，市町村立以外
の Il~l 立私立"?校 0) I'Jl}， 1~:停止権者は存在しないので，乙れらの学校においては，出席停止処分も停
学処分もなしえないということになる。
かくして II\J市停止j在者は，明治331:1~小学校令あるいは国民学校令lζ おけると同様に，児童の就
学している学校長とする万が， 11~lj度的にも教育的 lζ も，また運用の上からも適切で、はあるまいか。
乙の説lζ対しては，次のような反論がある。すなわち地方教育行政の組織及び運営iζ関する法
1~IÌ26条によって，教育委員会の権限の一部を教育長に委任し( 1項)， 教育長はそのf?n限を学校
の職員lζ複委任できる(2項)から，この規定icWJって，市町村教育委員会は，出席停止権を校
長lζ複委任で、きる。したがって，学校教育法26条は，そのままでよろしいとするものである。
たしかに市町村立教育委員会が，出席停止権をその市fHT村立のIJ¥• 中学校長 lζ委任することは，
l=-;z~ の規定から可能である。しかしr=1-ïIllT村立教育委員会の権限を他の国公私立学校の長 lζ委任で
きるというような規定は，現行法上どこにも存在しない。したがってこれらの国公私立学校にお
いては， I:UJl円亭JI:.は依然、として不可能であり，停学も不可能である。さらに国立及び私立におい
ては，返学処分も考えられようが，他の公立(都道府県立等)においては，出席停止も，停学も，
jl~'字:も不可能となる。
V まとめ
以上， t:L¥J1icf字LIこについて歴史的にふりかえりながら，若干の検討を加えてみた。それによれば，
第 l1C，出席停止の立法的意図は，明治23年小学校令以鋒， [他の児童の教育に妨げ」がある場
合，他の児童の正常なる学習を保障するためであったといってよいであろう。たしか花戦前にお
いては，教育はI~の事務とされ， I普通教育ノ要ハ人ヲシテ人ノ人タノレ道ヲ知ラシメ日本国民タ
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⑫ ~ 1/¥ 1.-1:1 ç':~ I !.k:J:e ~ーノペ:;~ :1.L.-. ~~_l ノレノ本分ヲ升へシメ j ることにあり，出家ノ品川r!l風俗貸品皆、均等皆此普通教育ニ牒源セサノレハ
ナシ⑬Jと観念、されていた。しかしその教育においても，児童が正常な教育を受けることを擁護
しようとする怠凶は存在し，その文iの制度的表現の'つが，性行不良lζ関する出席停止処分で、
あったとはでよいであろう。
したがって，多くのリ己主の学??権の保障のために，特定の児童に対して出席停止を行うことを
dめるとすれば，その特定の児!:ilの'Vl:行不良の程度や他の児童の教育への影響を正しく判断しう
る者か，九;五校長であることはし 1うまでもない。しかも出席停止権者を市町村教育委員会とする
ことは， → l(lI¥'/.法形式としては整合的であるようにはえながら，上述のような不明確な規定であ
る。したがって， i L¥ J;~~: {.'j!~ 止を学習佐保障のためのもう百とするならば，出席停止権者は校長とされ
るべきであり，校長が特定の児主について出席停止を行ったときは，その旨を当該学校の管1il機
I~Hζ 報告するような規定とすべきではあるまいか。しサニれにしても現行学校教育法26条の規定は，
不備な規定であると考えられないだろうか。
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